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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プレーナ配向を有するラセン状ねじれ分子構造を示す高分子化メソゲン材料の層を有し
、かつ
ａ）少なくとも１種の非カイラル重合性メソゲン化合物、
ｂ）重合性および／または中間相形成性でもあることができる、少なくとも１種のカイラ
ル化合物、
ｃ）重合開始剤
を含有するカイラル重合性メソゲン材料の混合物を、２枚の基体表面間に、または１枚の
基体表面上に層状に塗布し、次いで熱または活性照射線にさらして重合させる方法によっ
て得られる広帯域反射型偏光板であって、
前記２枚の基体の表面が有する相違する重合抑制特性、または前記１枚の基体表面とその
反対側の空気または不活性ガスとが有する相違する重合抑制特性により、分子のラセン軸
が層に対して垂直方向に配向するようにプレーナ配向に配向され、ピッチ勾配を有するこ
とを特徴とする、前記広帯域反射型偏光板。
【請求項２】
　重合させる方法が、重合させ、次いで基体を重合された材料から取り除くことを含む、
請求項１に記載の広帯域反射型偏光板。
【請求項３】
　基体の少なくとも１枚がプラスティックフィルムである、請求項１または２に記載の広
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帯域反射型偏光板。
【請求項４】
　少なくとも１つの基体表面が酸素バリアー層である、請求項１～３のいずれか一項に記
載の広帯域反射型偏光板。
【請求項５】
　酸素バリア一層が、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）からなる、請求項４に記載の広帯
域反射型偏光板。
【請求項６】
　酸素バリア一層の厚さが０．５μｍ～２０μｍである、請求項４または５に記載の広帯
域反射型偏光板。
【請求項７】
　中心波長、反射スペクトルの形状または帯域幅および視角依存性などの反射型偏光板の
反射特性が、２枚の相違する基体表面、または少なくとも１つの基体表面がバリアー層で
あることにより、制御されている、請求項１～６のいずれか一項に記載の広帯域反射型偏
光板。
【請求項８】
　分子ラセンのピッチが、偏光板の面に対して垂直方向に非対称に変化している、請求項
１～７のいずれか一項に記載の広帯域反射型偏光板。
【請求項９】
　少なくとも２００ｎｍの反射帯域幅を有する、請求項１～８のいずれか一項に記載の広
帯域反射型偏光板。
【請求項１０】
請求項１～９のいずれか一項に記載の広帯域反射型偏光板の液晶ディスプレイにおける使
用。
【請求項１１】
液晶セルおよび請求項１～９のいずれか一項に記載の広帯域反射型偏光板を含み、さらに
少なくとも一つの下記要素を含む液晶表示デバイス：
ｉ）反射型偏光板により反射される帯域の波長の０．２５倍であるリターデーションを有
する光学リターデーションフィルム、
ｉｉ）直線偏光板、
ｉｉｉ）ホメオトロピック配向または傾斜配向したホメオトロピック配向を有するアニソ
トロピックポリマー材料の膜を含む補償膜。
【請求項１２】
　プレーナ配向を有するラセン状ねじれ分子構造を示す高分子メソゲン材料の膜を有する
広帯域反射型偏光板の製造方法であって、
－　ａ）少なくとも１種の非カイラル重合性メソゲン化合物、ｂ）重合性および／または
中間相形成性でもあることができる、少なくとも１種のカイラル化合物、およびｃ）重合
開始剤を含有するカイラル重合性メソゲン材料の混合物を、２枚の基体表面間に、または
１枚の基体表面上に、層状に塗布し、前記２枚の基体の表面が有する相違する重合抑制特
性、または前記１枚の基体表面とその反対側の空気または不活性ガスとが有する相違する
重合抑制特性により、分子のラセン軸がこの層に対して垂直方向に配向するようにプレー
ナ配向させ、ピッチ勾配をもたらすこと、
－　熱または活性照射線にさらして、混合物を重合させること、
－　任意に、重合された材料から基体を除くこと、
を含む前記方法。
【請求項１３】
　重合させる方法が、重合させ、次いで基体を重合された材料から取り除くことを含む、
請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　基体の少なくとも１枚がプラスティックフィルムである、請求項１２または１３に記載
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の方法。
【請求項１５】
　少なくとも１つの基体表面が酸素バリアー層である、請求項１２～１４のいずれか一項
に記載の方法。
【請求項１６】
　酸素バリア一層が、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）からなる、請求項１５に記載の方
法。
【請求項１７】
　酸素バリア一層の厚さが０．５μｍ～２０μｍである、請求項１５または１６に記載の
方法。
【請求項１８】
　中心波長、反射スペクトルの形状または帯域幅および視角依存性などの反射型偏光板の
反射特性が、２枚の相違する基体表面、または少なくとも１つの基体表面がバリアー層で
あることにより、制御されている、請求項１２～１７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１９】
　得られる反射型偏光板の分子ラセンのピッチが、偏光板の面に対して垂直方向に非対称
に変化している、請求項１２～１８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２０】
　得られる反射型偏光板が、少なくとも２００ｎｍの反射帯域幅を有する、請求項１２～
１８のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、広帯域反射型偏光板（broadband reflective polarizer）およびその製造方法
、およびまたこのような広帯域反射型偏光板を備えた液晶ディスプレイに関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来技術の液晶ディスプレイは、多くの場合に、光路における光吸収により明度の減少を
示し、これは特にディスプレイに用いられる直線偏光板により誘発される。例えば、バッ
クライト型ディスプレイでは、これらの偏光板がバックライトから発光される光強度の６
０％以上を吸収することができる。
従って、円形反射型偏光板［以下の記載において、簡単に「反射型偏光板」（reflective
 polarizers）と称する］が開発されており、これは未偏光の光を偏光された光に非常に
効果的に変えることができる。これらの反射型偏光板は通常、例えばラセン状ねじれ分子
構造を示し、かつまたプレーナ配向、すなわち分子ラセンの軸が、当該膜の平面に対して
実質的に垂直である配向を示すコレステリック液晶などのカイラル液晶材料の膜を有する
。
【０００３】
このような反射型偏光板に未偏光の光が入射されると、その光強度の５０％は、分子ラセ
ンのねじれ方向と同一のねじれ方向に円形に偏光された光として反射され、他方で残りの
５０％は透過される。反射光は、ディスプレイのバックライト中で偏光が消され（あるい
はその偏光方向が逆向にされ）、次いで偏光板に再入射される。この様相で、反射型偏光
板に入射された一定波長帯域の未偏光の光の１００％を円形偏光の光に変えることができ
る。
この円形偏光された光は、四分の一波長光学リターダーおよびまた場合により補償膜によ
って直線偏光された光に変えられる。
上記したように反射型偏光板によって反射された波長の帯域幅△λは、方程式△λ＝△ｎ
×ｐに従い、メソゲン材料の複屈折値△ｎおよび分子ラセンのピッチｐに依存する。従っ
て、この帯域幅は材料の複屈折値により制限される。しかしながら、液晶ディスプレイで
使用する場合、偏光板の帯域幅は可視波長範囲の実質的部分を包含していなければならな
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い。
【０００４】
最近、入射光のうちのより広い波長帯域の光を反射する反射型偏光板が開発された。これ
らの偏光板はラセン状ねじれ構造およびプレーナ配向を有する液晶材料からなり、その分
子ラセンのピッチが当該膜に対して垂直方向に変化していることをさらに特徴としており
、これにより広い反射波長の帯域幅が得られる。
ヨーロッパ特許出願ＥＰ０６０６９４０には、４００ｎｍまでの帯域幅を有する円形反射
型偏光板が記載されており、この偏光板は高分子コレステリック液晶膜からなる。
広帯域反射型偏光板の適当な製造方法は、例えばコレステリック相を有する重合性液晶材
料を基体上に、あるいは２枚の基体間に、薄膜形態で塗布し、この材料をプレーナ配向に
配向させ、次いでこの材料を重合させ、ラセン状にねじれたプレーナ液晶相構造に固定さ
せることからなる。
【０００５】
このような広帯域反射型偏光板は、四分の一波長薄膜およびまた場合により補償膜ととも
に液晶ディスプレイに使用されると、垂直視射で６０～７０％まで増加した明度を付与す
ることができる。
しかしながら、さらに広い視角では、広帯域反射型偏光板を備えたディスプレイの輝度は
減少され、通常、６０゜の立体視野角内のある角度において、慣用の直線偏光板（通常、
二色性偏光板）を備えたディスプレイの輝度以下に低下する。この現象が水平視覚面で生
じる角度は、クロスオーバー角と称される。高い明度を有する広帯域コレステリック相偏
光板の場合、これは通常、補償膜を使用した場合に、５０゜付近の最大値で生じる。
さらにまた、広い視角では、このような広帯域反射型偏光板により透過される光の望まし
くない色変化がしばしば見られる。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の課題は、広い視角において、改善された光学的性質、特に改善された斜め観察時
（オフ－アキシス）輝度を示し、かつまた光の可視スペクトルの実質的部分を包含する広
い帯域幅を備え、理想的場合には、可視スペクトル全体を包含する帯域幅を有する広帯域
反射型偏光板を提供することにある。
本発明のもう一つの課題は、このような偏光板を備えた液晶表示デバイスを提供すること
にある。
本発明のもう一つの課題は、このような広帯域反射型偏光板の製造方法、特に大量生産に
適する製造方法を提供することにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明により、プレーナ配向を有するラセン状ねじれ分子構造を示す高分子メソゲン材料
の膜を有する広帯域反射型偏光板であって、この反射型偏光板を、
ａ）少なくとも１種の非カイラル重合性メソゲン化合物、
ｂ）重合性でもありおよび（または）中間相形成性でもあることができる、少なくとも１
種のカイラル化合物、
ｃ）重合開始剤
を含有するカイラル重合性メソゲン材料の混合物を、基体上にまたは２枚の基体間に、膜
形態で塗布し、分子のラセン軸が膜に対して横向きに伸びているようにプレーナ配向に配
向させ、次いで熱または活性照射線にさらすことによって重合させ、次いで必要に応じて
、この基体を重合した材料から取り除く、
方法によって得るにあたり、
イ）上記重合性材料を２枚の相違する基体間に塗布し、次いで重合させ、および（または
）
ロ）上記基体の少なくとも１枚が上記重合性材料の膜に隣接している表面上にバリアー層
を有する、
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ことを特徴とする方法によって製造される広帯域反射型偏光板の光学的性質が偏光板の製
造方法に対して非常に敏感であることが見出された。例えば、このような偏光板の斜め観
察時（オフ－アキシス）輝度が、その間に重合性液晶材料を塗布し、配向させ、次いで硬
化させる基体を上記および後記の方法に従い変えることによって改善できることが見出さ
れた。
【０００８】
特に、重合性材料の硬化に際して、その重合速度に対して相違する作用を示す基体、例え
ば相違する抑制特性などを有する基体を使用した場合、偏光板の斜め観察時（オフ－アキ
シス）輝度を格別に増加させることができることが見出された。これは、例えば重合性メ
ソゲン材料と接触しているようにバリアー層により基体表面を覆うことによって達成する
ことができる。
ＥＰ０６０６９４０に記載されている広帯域反射型偏光フィルムはガラス基体上に調製さ
れている。しかしなから、ガラス基体の使用を包含する方法は、小型試供品を製造する場
合にのみ有効である。大面積を有するフィルムを、特に大量生産する場合、ガラス基体は
全く適さない。
従って、本発明のもう一つの目的は、大量生産に特に適する効率的で、価格的に有効に広
帯域反射型偏光板を製造する方法を提供することにある。本発明の他の目的は下記の説明
から当業者にとって自明である。
【０００９】
上記課題を下記に説明する方法によって得られる広帯域反射型偏光板により達成すること
ができ、かつまた従来技術の欠点を克服することができることがここに見出された。
本発明による方法によって製造される広帯域反射型偏光板は、液晶ディスプレイに使用し
た場合、慣用の直線偏光板（例えば二色性偏光板など）に比較して、広い視角おいて高い
輝度および格別の輝度利得を示すという点で特に有利である。ある場合、本発明による広
帯域反射型偏光板を用いると、測定した全視角範囲全体にわたり、クロス－オーバー角が
全く見られないことさえある。さらにまた、本発明による広帯域反射型偏光板は、機械的
性質および光学的性質の高温安定性を示す。
【００１０】
図面の簡単な説明
図１は、本発明の具体的態様に従う表示デバイスを示す。
図２．１は例１～６に記載の光学測定用の第一の装置Ａを示している。
図２．２は例１～６に記載の光学測定用の第二の装置Ｂを示している。
図３．１、４．１、５．１、６．１、７．１および８．１は例１、２、３、４、５および
６に従いそれぞれ製造された広帯域反射型偏光板の透過スペクトルを示しており、ここで
曲線（ａ）は透過光を示し、そして曲線（ｂ）は反射光を示す。
図３．２、４．２、５．２、６．２、７．２および８．２は、例１、２、３、４、５およ
び６に従いそれぞれ製造された広帯域反射型偏光板を備えた図２．１に示されている装置
Ａについて測定された相対輝度対視角（曲線Ａ）および広帯域反射型偏光板を備えていな
い図２．２に示されている装置Ｂにかかわり測定された相対輝度対視角（曲線Ｂ）を示す
。
【００１１】
発明の詳細な説明
本発明の課題の一つは、プレーナ配向を有するラセン状ねじれ分子構造を示す重合メソゲ
ン材料の膜を有する広帯域反射型偏光板であって、この反射型偏光板を、
ａ）少なくとも１種の非カイラル重合性メソゲン化合物、
ｂ）重合性および（または）中間相形成性であることもできる、少なくとも１種のカイラ
ル化合物、
ｃ）重合開始剤
を含有するカイラル重合性メソゲン材料の混合物を、基体上にまたは２枚の基体間に、膜
形態で塗布し、分子ラセン軸が膜に対して横向きに伸びているようにプレーナ配向に配向
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させ、次いで熱または活性照射線にさらすことによって重合させ、次いで必要に応じて、
この基体を重合した材料から取り除く、
方法によって得るにあたり、
【００１２】
イ）上記重合性材料を２枚の相違する基体間に塗布し、次いで重合させる、および（また
は）
ロ）上記基体の少なくとも１枚が上記重合性材料の膜に隣接している表面上にバリアー層
を有する、
ことを特徴とする広帯域反射型偏光板を提供することにある。
本発明のもう一つの課題は上記および後記する広帯域反射型偏光板の製造方法を提供する
ことにある。
【００１３】
本発明のもう一つの課題は、液晶セルおよび上記および後記する反射型偏光板を備えてお
り、およびまた任意に下記の構成要素の少なくとも一つを備えた液晶ディスプレイを提供
することにある：
ｉ）反射型偏光板によって反射される帯域の波長のほぼ０．２５倍のリターデーションを
有する光学リターデーション膜、
ｉｉ）直線偏光板、
ｉｉｉ）ホメオトロピック配向または傾斜配向したホメオトロピック配向を有するアニソ
トロピックポリマー材料の膜からなる補償膜。
【００１４】
本発明の好適態様は下記態様に関する：
★上記方法によって得られ、上記基体の少なくとも１枚がプラスティックフィルムである
広帯域反射型偏光板。
★上記方法によって得られ、相違する重合抑制特性を示す２枚の基体が使用されている広
帯域反射型偏光板。
★上記方法によって得られ、１枚の基体が、好ましくは基本的にポリビニルアルコール（
ＰＶＡ）からなる酸素バリアー層を有する広帯域反射型偏光板。
★上記方法によって得られ、上記酸素バリアー層の厚さが０．５μｍ～２０μｍ、特に１
μｍ～１０μｍである広帯域反射型偏光板。
★上記方法によって得られ、その中心波長、反射スペクトルの形状または帯域幅などの反
射特性およびこれらの反射特性の視角依存性が２種の相違する上記基体の使用および（ま
たは）上記基体の少なくとも１枚上に塗布されているバリアー層の使用により制御されて
いる広帯域反射型偏光板。
【００１５】
★少なくとも２００ｎｍの反射帯域幅を有する広帯域反射型偏光板。
★分子ラセンのピッチが、偏光板の面に対して垂直方向に非対称に変化している広帯域反
射型偏光板。
★非対称ピッチ構造を有し、偏光フィルム面に対して垂直方向に、この分子ラセンのピッ
チが当該偏光フィルムの一縁端の小さい数値から当該偏光フィルムの反対側の一縁端のよ
り大きい数値まで実質的に増加している広帯域反射型偏光板。
★上記方法によって得られ、高分子材料が三次元構造のネットワークを形成している広帯
域反射型偏光板。
★上記方法によって得られ、カイラル重合性メソゲン材料が、１個の重合性基を有する少
なくとも１種のカイラル重合性メソゲン化合物および１個の重合性基を有する少なくとも
１種の非カイラル重合性メソゲン化合物を含有する広帯域反射型偏光板。
【００１６】
★上記方法によって得られ、カイラル重合性メソゲン材料が、１個の重合性基を有する少
なくとも１種のカイラル重合性メソゲン化合物および２個または３個以上の重合性基を有
する少なくとも１種の非カイラル重合性メソゲン化合物を含有する広帯域反射型偏光板。
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★上記方法によって得られ、カイラル重合性メソゲン材料が、少なくとも１種の非重合性
カイラル化合物および１個または２個の重合性基を有する少なくとも１種の非カイラル重
合性メソゲン化合物を含有する広帯域反射型偏光板。
★上記光学素子Ｉ、ＩＩおよび任意にまたＩＩＩを備えており、直線偏光板が好ましくは
、反射型偏光板と液晶セルとの間の光路に配置されている液晶表示デバイス。
★上記光学要素Ｉ、ＩＩおよび任意にまたＩＩＩを備えており、直線偏光板ＩＩの光学軸
と光学リターデーション膜の主要光学軸との間の角度が、３０度～６０度である液晶表示
デバイス。
本発明の反射型偏光板によって反射される波帯域の最小及び最大波長、即ち波帯域の両端
は、この応用においては、反射スペクトルの所定のフランク上におけるそれらの波長と定
義され、その曲線は絶対値において最も急峻な傾斜を有する。図３．１～８．１参照。帯
域幅は単に最小波長と最大波長との間の差として示される。中心の反射波長は、最小波長
と最大波長の相加平均として示される。
【００１７】
本発明による広帯域反射型偏光板の上記製造方法において、基体はカイラル重合性メソゲ
ン材料の重合特性に対する格別の効果、例えば重合を抑制したり、重合鎖の成長停止によ
り分子量を減少させたり、またはこれらの効果の２またはそれ以上の組合わせによる効果
を有することができる。
一例として、プラスティック基体上で重合させる場合、重合性メソゲン化合物、特に重合
性基としてアクリレート基を有する化合物の相対重合速度は次の順序で減少することが証
明された：ＰＶＡ（＞５μｍ）塗布ＰＥＴ＞ＰＥＴ＞ＴＡＣ。ＰＶＡ塗布ＰＥＴ上での重
合速度はまた、ＰＶＡ層の厚さを変えることによって調節することができる。
ＰＥＴなどのポリエステル基体のように、強い抑制効果を有する基体の間にある重合性メ
ソゲン混合物の層を重合する場合、抑制効果は層中に何ミクロンにも及び表面から１０μ
ｍの距離をもつ層内での領域でも観察され得る。
従って、本発明の方法に従い、カイラル重合性メソゲン材料の層を例えば混合物の重合化
に対して異なる抑制効果を有する２枚の異なる基体間で硬化させることによって、この層
の厚みを通して重合速度勾配を得ることができる。これは、この層の、第１の基体と密接
している領域における重合速度が、第２の基体と密着し、該層の中心領域とは相違してい
ることによる。生成するポリマーのらせんピッチは重合速度に依存することから、これに
より生成するポリマーフィルムの厚みを通してらせんピッチ勾配がもたらされる。
【００１８】
例えば、重合性混合物が一方の基体が他方の基体より抑制効果の大きい２つの基体間で配
向して塗布され、重合される場合、生成するポリマーフィルムは抑制効果の小さい基体の
方に向いているフィルムの側は短いピッチで、抑制効果の大きい基体の方に向いているフ
ィルム側は、長いピッチを有している非対称ピッチ構造を有する。
一定のフィルム厚において、ピッチ勾配の増加は、ピッチの全変化の増加につながり、反
射型偏光板の幅の増加をもたらす。従って、製造プロセスにおいて異なる重合化抑制効果
を有する２つの基体を用いて非対称ピッチ勾配及び／又は広幅を有する反射型偏光板を製
造することは可能である。
他方、層重合性混合物が例えば強い抑制効果を有する２つの同一の基体間で重合すると、
層の中心領域は速やかに重合し、表面に近い層領域では、かなり遅い速度で重合すること
になる。従って、得られるポリマーは、中心領域で短いピッチ、フィルムの両表面に向か
って長いピッチというように、実質的に対称ピッチ構造を有する。
非対称ピッチ勾配を有する本発明による広幅反射型偏光板はとくに好適である。これらの
偏光板は、液晶ディスプレイで用いられると、とくに高い輝度を有し、大きい視覚でも改
善された輝度を有する。
さらに、重合性材料をとおして、重合反応の増大した抑制により全反射スペクトルをシフ
ト化することが可能であり、従って、反射型偏光板の中心反射波長を高い波長の方にシフ
トすることができる。



(8) JP 4990426 B2 2012.8.1

10

20

30

40

50

【００１９】
本明細書全体をとおして、本発明による光学フィルムに関連して、あるいは例えば補償膜
または偏光フィルム膜などの光学フィルム組み合わせに関連して使用されている視角（vi
ewing angle）の用語は、当該フィルムの平面の垂直線に対する視覚角度であって、例え
ばこのフィルムのコントラスト、明度および（または）色の移動が意図する用途に対して
許容されるレベルにあることを特徴とする角度であると理解されるべきである。
本発明の第一の態様は、本発明による方法で相違する重合特性を示す２枚の基体、例えば
重合性メソゲン材料の硬化速度に対して相違する抑制作用を有する２枚の基体を使用する
ことにある。
本発明の第二の態様は、本発明による方法で使用する基体の重合特性を変え、所望のピッ
チ勾配を得ることにある。一例として、重合性材料の重合に対する基体の抑制作用を減少
させるバリアー層により基体を覆うことができる。
【００２０】
従って、本発明の第一の好適態様は、上記方法において、２枚の相違する基体間に、特に
当該重合性材料の重合に対して相違する作用を有する２枚の基体間に、カイラル重合性メ
ソゲン材料を塗布する方法に関する。
これはまた、これらの基体の内側表面が相違しているものと理解することができ、ここで
基体の内側表面の用語は重合性材料に隣接する表面を意味する。
一例として、相違する材料からなる２枚のフィルム、例えば１枚のガラス基体と１枚のプ
ラスティックフィルム、あるいは例えばＰＥＴ膜およびＴＡＣ膜などの２種の相違するプ
ラスティックフィルムを、基体として使用することができる。
上記のとおり、本発明の重合性混合物のプラスチック基体上での重合速度は、ＰＶＡ＞Ｐ
ＥＴ＞ＴＡＣの順番でそれぞれ被覆されたＰＥＴが減少する。従って、このグループから
選択される基体の異なる組合せを用いることによって、バリヤー層を用いなくても所望の
ピッチ勾配を有するポリマーフィルムを得ることができる。
本明細書中の説明により所望の物性を有する本発明の偏光板を実現するために、当業者は
さらに適当な基体の組合せを選択することができる。さらに適当な基体の組合せは、例か
らも挙げることができる。
別法として、同一または相違する２枚の膜を使用し、これらの基体の一方の内側表面をも
う一方の基体の内側表面とは相違する材料の膜で覆うことができ、あるいは両方の内側表
面を相違する材料で覆うことができる。例えば、基体として２枚のプラスティックフィル
ムを使用し、これらのフィルムの一方の内側表面に酸素バリアー層を塗布し、かつまた他
方のフィルムは未被覆のままにすることができる。
【００２１】
この基体の内側表面を被覆する材料は、例えば慣用の技術を用いて基体上に当該材料を塗
布することによって、あるいは基体上に当該材料の薄膜を積層することによって適用する
ことができる。
例えばＴＡＣ膜およびＰＥＴ膜などの２枚の相違するプラスティックフィルムを使用する
と特に好ましい。もう一つの好適態様では、２枚の相違するまたは同一のプラスティック
フィルム、好ましくはＰＥＴまたはＴＡＣを使用し、このうちの少なくとも１枚を酸素バ
リアー層、好ましくはＰＶＡ膜で被覆する。
本発明の第二の好適態様は、少なくとも基体の一つがバリアー層で被覆された上記方法に
関する。
バリアー層は種々のガス、とくに酸素、湿気及び／又はラジカル性又はイオン性の不純物
が基体を透過したり、基体から重合性混合物中に透過することを防ぐが、この不純物は重
合反応を抑制するものである。従って、重合性混合物に対する基体の抑制効果はバリアー
層により減少するか除去されさえする。好ましくは酸素／及び又は水を除去するバリアー
層が用いられる。
たとえば重合性材料が、一方が酸素バリアー層でコートされた２つの基体の間で配向され
、重合されている場合、生成したポリマーフィルムは非対称のピッチ構造を有し、バリア



(9) JP 4990426 B2 2012.8.1

10

20

30

40

50

ー層をもつ基体の方に向いたフィルム側は短いピッチであり、バリアー層をもたない基体
の方に向いたフィルム側は長いピッチである。
バリアー層としては原則的に、この目的に当業者に知られている全ての材料を使用するこ
とができる。代表的に使用されるバリアー層用材料は、アルミニウム、酸化アルミニウム
、あるいは各種酸化シリコンなどの無機材料である。
【００２２】
酸素バリアー層としては、例えば食品の保存寿命を改良するために食品包装業界で使用さ
れている材料を使用することができる。酸素バリアー層として使用するのに好適な材料は
ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）である。
バリアー層用材料は、代表的に数ミクロン範囲の厚さを有する薄膜として沈着させる。あ
る場合には、０．１μｍよりも薄い膜であることさえできる。この沈着は公知方法によっ
て、例えば基体上にスパッタリングするか、または蒸着させることによって達成すること
ができる。
好適には、酸素バリアー層は、本発明の方法で使用される基体にバリアー層用材料の薄膜
を慣用の技術で塗布することによって形成される。一例として、ＰＶＡ酸素バリアー層は
、代表的に１０，０００～５００，０００の分子量を有するＰＶＡの約５～３０％水溶液
から塗布し、約１０～１００μｍの湿潤厚さを得、次いで溶剤を蒸発させた後に、約１～
１０μｍの塗布厚さを得ることができる。
このバリアー層は好ましくは、０．５～２０μｍ、特に１～１０μｍ、非常に好ましくは
２～７μｍの厚さを有する。
【００２３】
酸素バリアー層としてＰＶＡを使用すると、ＰＶＡが本発明による方法で使用される重合
性メソゲン材料のホモジニアス（すなわちプレーナ）配向をもたらすという追加の利点が
得られる。
重合性メソゲン材料のホメオトロピック配向または傾斜配向を促進する酸素バリアー層用
材料を使用する場合、このバリアー層の頂上表面上での重合性混合物のプレーナ配向を促
進させる追加の配向膜を適用することもできる。
２枚の基体を使用する、この好適態様に従う方法において、一方の基体の内側表面を酸素
バリアー層で被覆すると特に好ましい。両基体の内側表面を酸素バリアー層で被覆すると
さらに好ましい。
もう一つの好適態様は、上記本発明による方法において、重合性メソゲン材料層を単一基
体上で重合し、層のフリーの側を空気または不活性気体に接触させる。この場合、空気又
は不活性ガスが単一基体と比較して重合性材料に対する異なる重合抑制効果を示す第２の
基体に置き換わる。この態様は、１０μｍ以下の厚みの薄い偏光板の製造に特に好適であ
る。
空気が用いられる場合、単一基体の内面は、フリーの空気表面と比較して、重合性メソゲ
ン材料に対して減じられた重合性抑制効果を示すバリアー層、好ましくは酸素バリアー層
で被覆される。その結果、空気側は長いピッチ、単一基体側は短いピッチの重合フィルム
が得られる。
【００２４】
本発明による広帯域反射型偏光板により反射される波長帯域は、理想的には可視スペクト
ル全体、好ましくは４００～９００ｎｍの範囲の波長を包含する。大部分の用途において
、４５０～８００ｎｍの範囲内の反射波長帯域が受け入れられる。特定の態様では、４８
０～７００ｎｍの範囲内の反射波長帯域も依然として適当である。
波長帯域の帯域幅は好ましくは、２００ｎｍよりも広く、特に好ましくは３００ｎｍより
も広く、非常に特に好ましくは４００ｎｍよりも広い。
本発明による広帯域反射型偏光板の透過スペクトルの透過率対波長曲線は（この曲線は、
例えば図３．１から８．１に示されている）、対称形状または非対称形状であることがで
きる。これは単峰形または双峰形であることができ、あるいは多峰分布を示すこともでき
る。これは１つ、２つまたは２つ以上の反射の局所最大値を示すことができることを意味
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する。
本発明の好適態様は、このスペクトルが単峰形のピーク分布を示すことを特徴とする。
【００２５】
本発明による広帯域反射型偏光フィルムは、そのラセン状ねじれ分子構造のラセンのピッ
チがフィルムの平面に対して垂直方向で変化していることを特徴としている。この変化は
対称的である、すなわちピッチが当該フィルムの中央部の最低値からフィルムの外側縁端
部に向かって増大しているか、または当該フィルムの中央部の最大値からフィルムの外側
縁端部に向かって減少していることができ、あるいはこの変化は非対称である、すなわち
ピッチが当該フィルムの一縁端部の小さい数値から当該フィルムの反対側の一縁端部の大
きい数値まで実質的に増大していることができる。
好ましくは、本発明による反射型偏光フィルムは非対称構造のラセンピッチを示す、すな
わちこのフィルムに対して垂直方向に、ピッチが当該フィルムの一縁端部の小さい数値、
好ましくは最低値から当該フィルムの反対側の一縁端部の大きい数値、好ましくは最大値
まで実質的に増大しているような非対称構造のラセンピッチを示す。
【００２６】
直線偏光された光を生じさせるために、例えば液晶ディスプレイで使用する場合、本発明
による反射型偏光膜は、光学リターデーションフィルムと組み合わせて使用すると好まし
い。この光学リターデーションフィルムは、その光学リターデーションが当該広帯域反射
型偏光板によって反射される帯域幅の中心の波長の約０．２５倍であるように選択される
複屈折性材料の膜からなる。その結果として、このリターダーは円形偏光された光を直線
偏光された光に変える四分の一波長板または薄膜（ＱＷＦ）として動作する。
ＱＷＦとしては、例えば延伸ＰＥＴ、ＰＶＡ、ＰＣまたはＴＡＣなどの延伸プラスティッ
クフィルムを使用することができる。配向させた高分子液晶材料のフィルムを使用するこ
ともできる。
ＱＷＦは、分離している光学素子として反射型偏光板に接触させることができる。好まし
くは、反射型偏光板とＱＷＦとを、これらがそれぞれ光学素子を形成しているように集積
させることができる。これは、例えば反射型偏光板を製造した後に、この偏光板とＱＷＦ
とを一緒に積層することによって達成することができる。
【００２７】
もう一つの好適態様において、カイラル重合性メソゲン材料をＱＷＦ上に直接塗布し、硬
化させる。この場合、ＱＷＦは基体としての役目を果たし、これにより製造方法を単純に
することができる。
１個のＱＷＦを反射型偏光板とともに使用する場合、そのリターデーションは代表的に、
波長の減少に従い増大する。この理由は、複屈折値がより小さい波長に向かって増加する
からである。分散としても知られているこの複屈折値の広がりは、ある種の物質、例えば
ＰＡＶなどでは小さいが、別の物質、例えばＰＣおよびＰＥＴなどでは大きい。これはＱ
ＷＦのリターデーションと反射型偏光板により反射される波長との間のミスマッチを導く
。その結果として、円形偏光された光からの直線偏光された光への変換は、偏光板の帯域
幅全体にわたっては最適ではなくなる。これは特に、広帯域偏光板の欠点であることがで
きる。
【００２８】
従って、もう一つの好適態様において、本発明による液晶表示デバイスは２枚または３枚
以上の光学リターデーション膜の組み合わせを備えており、これらの膜のリターデーショ
ンは、各膜のリターデーションの差異により、この組み合わせの真性リターデーションが
当該偏光板の反射帯域幅の実質的部分にわたり、当該偏光板により反射される光の波長の
約０．２５倍であるように選択する。この膜組み合わせを次いで、ＱＷＦとして本発明に
よる反射型偏光板とともに使用する。
もう一つの好適態様において、本発明による反射型偏光板およびＱＷＦを補償膜と一緒に
使用し、反射型偏光板および（または）ＱＷＦにより透過される光の相リターデーション
の視角依存性を補償する。この補償膜はＱＷＦのどちらかの面に隣接して配置することが
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できる。
好ましくは、その相リターデーションが、反射型偏光板の相リターデーションに対して視
角の幅範囲全体で、符号で反対であり、かつまた大きさで実質的に等しい補償膜を使用す
る。
【００２９】
特に好ましくは、ホメオトロピック配向または傾斜ホメオトロピック配向を有するアニソ
トロピックポリマー材料の膜からなる補償膜を使用する。
もう一つの好適態様において、カイラル重合性メソゲン材料を基体としての役目も果たす
ＱＷＦおよび（または）補償膜の上に直接塗布し、次いで硬化させる。この場合、補償膜
およびＱＷＦは、本発明の方法で使用されるカイラル重合性メソゲン材料の構造と類似の
構造を有するメソゲン基を含有する高分子液晶または高分子メソゲン材料の膜からなる。
以下で式Ｉで表わす１種または２種以上の非カイラル重合性化合物を含有する重合性混合
物から形成された補償膜およびＱＷＦは特に好適である。
これによって、本発明による反射型偏光板の光学特性を上記のとおりに改善することがで
き、また同時に、本発明による反射型偏光板および補償膜および（または）ＱＷＦ膜を備
えた組合わせ光学フィルム製品を直接得ることができる。
【００３０】
高分子メソゲン材料の膜からなり、本発明の方法において基体として適する補償膜および
ＱＷＦは国際出願ＷＯ９８／００４７５およびＷＯ９８／９４６５１に記載されており、
これらの刊行物の記載の全体を引用して本明細書に組み入れる。
反射型偏光板に対する入射光は円偏光された光に変形される。しかしながら、この変形は
偏光板の帯域幅に対応する波長を有する光および垂直入射光、すなわち分子ラセンの軸に
対して平行である入射光にのみに生じ、他方、例えば垂直に対して角度をもって反射型偏
光板を透過する光は楕円偏光されるようになる。この光はまた、ＱＷＦによって単一偏光
面の線形に偏光された光に完全には変形されない。
特に、液晶表示セルの照明に本発明による反射型偏光板を使用した場合、この光の楕円偏
光された部分がディスプレイのコントラストの望ましくない減少を導くことができる。従
って、本発明の好適態様において、反射型偏光板から発射される光の理想的に円偏光され
ていない部分を排除するために、ディスプレイの光路においてＱＷＦの後側に直線偏光板
を配置する。
【００３１】
この直線偏光板は好ましくは、その光学軸とＱＷＦの主要光学軸との間の角度が３０～６
０度、特に好ましくは４０～５０度の範囲にあるように配置する。　本発明による反射型
偏光板および液晶ディスプレイはさらにまた、拡散板、接着剤膜、保護または放出膜など
のその他の膜またはシート構成要素を備えていることができる。
本発明による反射型偏光板の機能を図１によりさらに説明する。この図１は本発明の具体
例を説明するものである。光路に従う光の主要方向は、左側から右側の方向である。この
図はランプ１２および組み合わせ導光板および反射板１３を備えた側面照射バックライト
ユニット１２、本発明による反射型偏光板１４、ＱＷＦ１５、ホメオトロピックに配向さ
れた高分子液晶材料の膜を有する補償膜１６、および直線偏光板１７を備えた表示デバイ
ス１０を示している。この図にはまた、液晶セル１８および表示セルの後側に存在する第
二の直線偏光板１９が示されている。
【００３２】
バックライト１１から発射される光は、反射型偏光板１４と実質的部分で相互作用する。
相互作用した光度の半分は、それぞれ右旋回または左旋回状態で円偏光された光として透
過され、他方他の半分は反対の旋回方向で円偏光された光として反射される。この反射さ
れた光は反射板１３により反射型偏光板１４上に方向を変えられる。この透過部分の主要
部分はＱＷＦ１５および補償膜１６により直線形に偏光された光に変換される。楕円形に
偏光された光などの完全に直線偏光された光ではない光は、直線偏光板１７により排除さ
れる。この直線偏光された光は次いで、ディスプレイ１８および第二の直線偏光板１９を
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通過して視覚者２０に到達する。
液晶ディスプレイにおいて、慣用の直線偏光板の代わりに本発明による広帯域反射型偏光
板を使用した場合に得られる明度は好ましくは、比較対象に対して少なくとも５０％また
はそれ以上であり、特に好ましくは少なくとも７０％またはそれ以上である。
【００３３】
この関係で獲得される明度はＩa／Ｉb－１として定義される。ここで、ＩaはＬＣＤバッ
クライト２０、本発明による反射型偏光板２１、ＱＷＦ２２、補償膜２３および直線偏光
板２４からなる図２．１に示されている組立装置を通過した後に透過される光度であり、
そしてＩbはバックライト２０および上記のとおりに配置された直線偏光板２４のみから
なる図２．２に記載の組立装置により透過される光度である。
輝度利得は、再－反射光線に対する光源の効率に依存する。上記の好適数値は、慣用の側
面照明型または直下型バックライトなどの有効光源に関連する。
測定された獲得明度はまた、バックライト全域を覆う反射型偏光板の試料の大きさに依存
する。バックライトの一部分のみを覆っている場合、光の一部が偏光板から逆反射され、
引き続いて装置から逃げるために、獲得明度は減少する。
本発明による広帯域反射型偏光板を備えたディスプレイのクロスオーバー角は、好ましく
は少なくとも４０゜、特に好ましくは少なくとも５０゜である。視角の６０゜立体視野角
内でクロスオーバー角が見られないと好ましい。
【００３４】
本発明による反射型広帯域偏光板を備えたディスプレイの色の差（ＣＩＥ１９７６Ｌ*ｕ*

ｖ*色空間で△Ｅ*
UV）は、０゜～９０゜の視角について、すなわち可能な視角全部につい

て、従来技術の広帯域偏光板を備えたディスプレイに比較して小さいことが好ましい。
バックライト型ディスプレイにおいて、上記の非対称型ピッチ構造をもつ本発明の反射型
偏光板を用いた場合、反射型偏光板は好ましくは偏光板の長いピッチを有する側がバック
ライトに面するような位置にする。
バックライト型ディスプレイとは別に、本発明による反射型偏光板および偏光板組合わせ
はまた、ディスプレイの外側で発光される光を反射する反射板を使用する電気光源の代わ
りに、反射型ディスプレイでも使用することができる。従って、本発明はまた、本発明に
よる反射型偏光板を備えた反射型液晶表示デバイスに関する。
【００３５】
本発明の方法で使用されるカイラル重合性メソゲン材料は、１個の重合性基を有する（一
官能性）重合性化合物および２個または３個以上の重合性基を有する（二官能性または多
官能性）化合物を含有することができる。一官能性重合性化合物および二官能性または多
官能性重合性化合物の濃度を変えることによって、ボリマーフィルムの架橋密度を容易に
変えることができ、これによって偏光板のガラス転移温度（これは偏光板の光学的性質の
温度依存性にとってまた重要である）、熱に対するおよび機械的安定性または溶剤耐性な
どのその物理的および化学的性質を容易に変えることができる。
本発明による偏光板の製造に使用される重合性混合物は、少なくとも１種の非カイラル化
合物および少なくとも１種のカイラル化合物を含有する。このカイラル化合物と非カイラ
ル化合物との割合を変えることによって、ピッチ長さを変えることができ、従って偏光板
の反射波長帯域の中心波長を変えることができる。好ましくは、このカイラル化合物と非
カイラル化合物との割合は、反射スペクトルが可視光線のスペクトルの実質的部分を包含
するように選択する。
【００３６】
本明細書全体で使用されているものとして、重合性メソゲン、重合性メソゲン化合物また
は重合性液晶もしくは液晶化合物の用語は、棒型、板型または円盤型メソゲン基（すなわ
ちこのような基を有する化合物で中間相形成性挙動を誘発させる能力を有する基）を有す
る化合物を包含する。これらの化合物はそれら自体で中間相形成性挙動を示す必要はない
。本発明の好適態様において、これらは他の化合物と混合された場合に、あるいは重合性
メソゲン化合物またはこのような化合物を含有する混合物を重合させた場合にのみ中間相



(13) JP 4990426 B2 2012.8.1

10

20

30

40

50

形成性挙動を示す。
重合性メソゲン化合物それら自体が中間相形成性挙動を示すと好ましい。
本明細書全体で使用されているものとして、「メソゲン性支持基」の用語は、棒型、板型
または円盤型基を表わし、この基は単独で中間相形成性挙動（すなわちこのような基を有
する化合物で中間相形成性挙動を誘発させる能力）を示す必要はない。このような基はま
た、別の基を有する化合物と組合わされた場合、あるいはメソゲン性支持基を有する化合
物を同一または別のメソゲンまたはメソゲン性支持基を有する別種の化合物と重合または
混合した場合、中間相形成性挙動を示すこともできる。
【００３７】
成分ａ）の非カイラル重合性メソゲン化合物は好ましくは、下記式Ｉから選択される：
Ｐ－（Ｓｐ－Ｘ）n－ＭＧ－Ｒ　　　　　　　　Ｉ
式中、
Ｐは下記の基であり、これら基において、ＷはＨ、ＣＨ3 またはＣｌであり、そしてｋは
０または１である：
【化１】

Ｓｐは、炭素原子１～２０個を有するスペーサー基であり、
【００３８】
Ｘは、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＯＣＯ－Ｏ－、－Ｓ－Ｃ
Ｏ－、－ＣＯ－Ｓ－または単結合であり、
ｎは、０または１であり、
Ｒは、２５個までの炭素原子を有する非カイラルアルキル基であり、この基は未置換であ
るか、あるいは１個または２個以上のＣＮまたはハロゲンにより置換されており、この基
中に存在する１個のＣＨ2 基または隣接していない２個以上のＣＨ2 基はそれぞれ相互に
独立して、酸素原子が相互に直接結合しない様相で、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＨ－、－Ｎ（
ＣＨ3 ）－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＯＣＯ－Ｏ－、－Ｓ－ＣＯ－、－Ｃ
Ｏ－Ｓ－または－Ｃ≡Ｃ－により置き換えられていてもよく、あるいはＲはまた、ハロゲ
ンまたはシアノであるか、あるいは独立して、Ｐ－（Ｓｐ－Ｘ）n－について示されてい
る意味の一つを有し、そして
ＭＧは、好ましくは下記式ＩＩから選択されるメソゲン基またはメソゲン性支持基である
：
【００３９】
－（Ａ1－Ｚ）m－Ａ2－　　　　　　　　　　ＩＩ
（式中、
Ｚはそれぞれ独立して、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＨ2ＣＨ2－、－ＯＣＨ2－、－Ｃ
Ｈ2Ｏ－、－ＣＨ＝ＣＨ－、－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ－、－Ｃ≡
Ｃ－または単結合であり、
Ａ1およびＡ2は相互に独立して、１，４－フェニレン基であり、この基中に存在する１個
または２個以上のＣＨ基はＮにより置き換えられていてもよく、あるいは１，４－シクロ
ヘキシレン基であり、この基中に存在する１個のＣＨ2基または隣接していない２個のＣ
Ｈ2基はＯおよび（または）Ｓにより置き換えられていてもよく、あるいは１，４－シク
ロヘキセニレン基またはナフタレン－２，６－ジイル基であり、これらの基は全部が未置
換であるか、あるいは１個または２個以上のハロゲン、シアノまたはニトロ基により、あ
るいは炭素原子１～７個を有するアルキル基、アルコキシ基またはアルカノイル基により
置換されていてもよく、これらの基中の１個または２個以上のＨ原子はＦまたはＣｌによ
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り置換されていてもよく、そして
ｍは、１、２または３である）。
【００４０】
成分ｂ）のカイラル化合物に関しては、この目的に当業者に知られている化合物の原則的
に全部を使用することができる。代表的化合物には、例えば市販されているカイラルドー
プ剤、Ｓ１０１１、Ｒ８１１またはＣＢ１５（Merck KGaA Darmstadt、ドイツ国）がある
。
本発明の好適態様において、カイラル重合性メソゲン化合物の成分ｂ）は基本的に、重合
性カイラル化合物、好ましくは重合性カイラルメソゲン化合物からなる。
重合性カイラル化合物は好ましくは、下記式ＩＩＩから選択される：
Ｐ－（Ｓｐ*－Ｘ）n－ＭＧ*－Ｒ* 　　　　　　ＩＩＩ
式中、
Ｐ、Ｘおよびｎは式Ｉについて示されている意味を有し、
Ｓｐ*は、炭素原子１～２０個を有するスペーサー基であり、
【００４１】
ＭＧ*は、好ましくは上記式ＩＩから選択されるメソゲン基またはメソゲン性支持基であ
り、そして
Ｒ*は、Ｈであるか、あるいは２５個までの炭素原子を有するアルキル基であり、この基
は未置換であるか、あるいは１個または２個以上のＣＮまたはハロゲンにより置換されて
おり、この基中に存在する１個のＣＨ2基または隣接していない２個以上のＣＨ2基はそれ
ぞれ相互に独立して、酸素原子が相互に直接結合しない様相で、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＨ
－、－Ｎ（ＣＨ3 ）－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＯＣＯ－Ｏ－、－Ｓ－Ｃ
Ｏ－、－ＣＯ－Ｓ－または－ＣＣ－により置き換えられていてもよく、あるいはＲ*はま
た、ハロゲンまたはシアノであるか、あるいは独立して、Ｐ－（Ｓｐ－Ｘ）n－について
示されている意味の一つを有する、
ただし、Ｓｐ*、ＭＧ*およびＲ*の少なくとも一つはカイラル構造要素を含有する。
【００４２】
少なくとも２種の重合性メソゲン化合物を含有し、その少なくとも１種が式Ｉで表わされ
る化合物である重合性混合物は特に好ましい。
本発明のもう一つの好適態様において、非カイラル重合性メソゲン化合物は式Ｉにおいて
、Ｒが上記のとおりのＰ－（Ｓｐ－Ｘ）n－の意味の一つを有する化合物から選択される
。
式Ｉおよび式ＩＩＩで表わされる化合物の中で、ＲおよびＲ*がそれぞれ、Ｆ、Ｃｌまた
はＣＮであるか、あるいはハロゲン化されていてもよいアルキルまたはアルコキシである
か、あるいはＰ－（Ｓｐ－Ｘ）n－またはＰ－（Ｓｐ*－Ｘ）n－について示されている意
味を有する化合物は特に好適である。さらにまた、そのＭＧおよびＭＧ*が式ＩＩにおい
て、Ｚ1およびＺ2がそれぞれ独立して、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＨ2－ＣＨ2－、－
ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ－または単結合である化合物は好適である
。
【００４３】
Ａ1および（または）Ａ2がヘテロ環状基を表わすメソゲン基の中で、ピリジン－２，５－
ジイル基、ピリミジン－２，５－ジイル基または１，３－ジオキサン－２，５－ジイル基
を含有する基は特に好適である。
置換１，４－フェニレン基を含有する好適メソゲン基の中で、ＦまたはＣｌにより、ある
いは炭素原子１～４個を有するフッ素化されていてもよいアルキル、アルコキシまたはア
ルカノイル基により置換されている基は特に好適である。
式ＩＩで表わされる特に好適なメソゲン基の小さい群を下記に示す。簡潔にするために、
これらの式において、ＰｈｅＬは２－および（または）３－位置がＬにより置換されてお
り、ここでＬはハロゲン、シアノまたはニトロ基、あるいは炭素原子１～４個を有し、そ
の１個または２個以上のＨがＦまたはＣｌにより置換されていてもよいアルキル、アルコ
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ロヘキシレンである。これらの基において、Ｚは別段の記載がないかぎり、上記および後
記に記載されているとおりの式Ｉについて示されている意味を有する。式ＩＩで表される
好適メソゲン基の群は下記式ＩＩ－１～ＩＩ－２４およびそれらの鏡像基を包含する：
【００４４】
【表１】

【００４５】
式ＩＩ－１～ＩＩ－２４において、Ｚは好ましくは、エステル基（－ＣＯ－Ｏ－または－
Ｏ－ＣＯ－）、－ＣＨ2ＣＨ2－または単結合である。
これらの式において、Ｌは好ましくは、Ｆ、Ｃｌ、ＣＮ、ＮＯ2、ＣＨ3、Ｃ2Ｈ5、ＯＣＨ

3、ＯＣ2Ｈ5、ＣＯＣＨ3、ＣＯＣ2Ｈ5、ＣＦ3、ＯＣＦ3、ＯＣＨＦ2、ＯＣ2Ｆ5、特にＦ
、Ｃｌ、ＣＮ、ＣＨ3、Ｃ2Ｈ5、ＯＣＨ3、ＣＯＣＨ3およびＯＣＦ3、最も好ましくはＦ、
Ｃｌ、ＣＨ3、ＯＣＨ3およびＣＯＣＨ3である。
特に好適なＭＧおよびＭＧ*はそれらの鏡像基を包含する下記式から選択される：
【００４６】
【化２】
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【００４８】
これらの式において、Ｌは上記意味を有し、そしてｒは、０、１または２である。
これらの好適式において、基：
【化４】

【００４９】
式Ｉで表わされる非カイラル重合性メソゲン化合物において、Ｒは好ましくは、非カイラ
ルアルキル基であり、この基は未置換であるか、または少なくとも１個のハロゲン原子に
より置換されており、この基中に存在する１個のＣＨ2基または隣接していない２個のＣ
Ｈ2基は、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｏ－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－または－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－基によ
り置き換えられていてもよい。
ハロゲンは好ましくは、ＦまたはＣｌである。
Ｒがアルキル基またはアルコキシ基、すなわちその末端ＣＨ2基が－Ｏ－により置き換え
られている基である場合、この基は直鎖状または分枝鎖状であることができる。この基は
好ましくは、直鎖状であって、２個、３個、４個、５個、６個、７個または８個の炭素原
子を有し、従って好ましくは、例えばエチル、プロピル、ブチル、ペンチル、ヘキシル、
ヘプチル、オクチル、エトキシ、プロポキシ、ブトキシ、ペントキシ、ヘキソキシ、ヘプ
トキシまたはオクトキシであり、さらにまたメチル、ノニル、デシル、ウンデシル、ドデ
シル、トリデシル、テトラデシル、ペンタデシル、メトキシ、ノノキシ、デコキシ、ウン
デコキシ、ドデコキシ、トリデコキシまたはテトラデコキシであることができる。
【００５０】
オキサアルキル基、すなわち基中に存在する１個のＣＨ２基が－Ｏ－により置き換えられ
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ている基は好ましくは、例えば直鎖状の２－オキサプロピル（＝メトキシメチル）、２－
（＝エトキシメチル）または３－オキサブチル（＝２－メトキシエチル）、２－、３－ま
たは４－オキサペンチル、２－、３－、４－または５－オキサヘキシル、２－、３－、４
－、５－または６－オキサヘプチル、２－、３－、４－、５－、６－または７－オキサオ
クチル、２－、３－、４－、５－、６－、７－または８－オキサノニルあるいは２－、３
－、４－、５－、６－、７－、８－または９－オキサデシルである。
式ＩＩＩで表わされる重合性メソゲン化合物において、Ｒ*は非カイラル基またはカイラ
ル基であることができる。非カイラル基である場合、Ｒ*は好ましくは、上記Ｒについて
示されている好適意味の一つを有する。カイラル基である場合、Ｒ*は好ましくは、下記
式ＩＶに従い選択される：
【化５】

【００５１】
式中、
Ｘ1は、Ｘについて示されている意味を有し、
Ｑ1は、炭素原子１～１０個を有するアルキレン基またはアルキレン－オキシ基あるいは
単結合であり、
Ｑ2は、炭素原子１～１０個を有するアルキル基またはアルコキシ基であり、この基は未
置換であるか、または１個または２個以上のハロゲンまたはＣＮにより置換されていても
よく、この基中に存在する１個のＣＨ2基または隣接していない２個以上のＣＨ2基はまた
、それぞれ相互に独立して、酸素原子が相互に直接結合しないものとして、－Ｃ≡Ｃ－、
－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＨ－、－Ｎ（ＣＨ3）－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－
ＯＣＯ－Ｏ－、－Ｓ－ＣＯ－または－ＣＯ－Ｓ－により置き換えられていてもよく、ある
いはＱ2はＰ－Ｓｐ－について示されている意味を有することができ、
Ｑ3は、ハロゲンまたはシアノ基であるか、あるいはＱ2とは相違する炭素原子１～４個を
有するアルキル基またはアルコキシ基である。
【００５２】
好適カイラル基Ｒ*、例えば２－ブチル（＝１－メチルプロピル）、２－メチルブチル、
２－メチルペンチル、３－メチルペンチル、２－エチルヘキシル、２－プロピルペンチル
、２－オクチル、特に２－メチルブチル、２－メチルブトキシ、２－メチルペントキシ、
３－メチルペントキシ、２－エチルヘキソキシ、１－メチルヘキソキシ、２－オクチルオ
キシ、２－オキサ－３－メチルブチル、３－オキサ－４－メチルペンチル、４－メチルヘ
キシル、２－ノニル、２－デシル、２－ドデシル、６－メトキシオクトキシ、６－メチル
オクトキシ、６－メチルオクタノイルオキシ、５－メチルヘプチルオキシカルボニル、２
－メチルブチリルオキシ、３－メチルバレロイルオキシ、４－メチルヘキサノイルオキシ
、２－クロロプロピオニルオキシ、２－クロロ－３－メチルブチリルオキシ、２－クロロ
－４－メチルバレリルオキシ、２－クロロ－３－メチルバレリルオキシ、２－メチル－３
－オキサペンチル、２－メチル－３－オキサヘキシル、１－メトキシプロピル－２－オキ
シ、１－エトキシプロピル－２－オキシ、１－プロポキシプロピル－２－オキシ、１－ブ
トキシプロピル－２－オキシ、２－フルオロオクチルオキシ、２－フルオロデシルオキシ
である。
【００５３】
さらにまた、非カイラル分枝鎖状基ＲまたはＲ*をそれぞれ含有する式Ｉおよび（または
）式ＩＩＩで表わされるメソゲン化合物は、例えば減少した結晶化傾向を有することから
、場合によりコモノマーとして重要である。この種の分枝鎖状基は一般に、多くて一つの
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鎖分岐を有する。好適非カイラル分枝鎖状基には、イソプロピル、イソブチル（＝メチル
プロピル）、イソペンチル（＝３－メチルブチル）、イソプロポキシ、２－メチルプロポ
キシおよび３－メチルブトキシがある。
もう一つの好適態様において、式ＩＩＩ中に存在するＲ*は下記群から選択されるカイラ
ル基を表わす：
エチレングリコール誘導体：
【化６】

（式中、Ｒ1は炭素原子１～１２個を有するアルキル基である）、
あるいはシトロネロールに基づく基：
【００５４】
【化７】

【００５５】
本発明のもう一つの好適態様において、式ＩＩＩで表される化合物は、少なくとも一つの
カイラリティ中心を有するメソゲン基またはメソゲン性支持基ＭＧ*を有する。これらの
化合物において、ＭＧ*は好ましくは、下記式ＩＩ*Ａまたは式ＩＩ*Ｂに従い選択される
：
－（Ａ1－Ｚ）a－Ｇ1 　　　　　　　　　　　　　ＩＩ*Ａ
－（Ａ1－Ｚ）a－Ｇ2－（Ｚ－Ａ2）b－Ｒ　　　　ＩＩ*Ｂ
各式中、Ａ1、Ａ2およびＺは式ＩＩについて示されている意味を有し、Ｒは式Ｉについて
示されている意味を有し、ａおよびｂは相互に独立して、０、１または２であり、そして
【００５６】
Ｇ1は、例えばコレステリル基、テルペノイド基などの例えばＷＯ９６／１７９０１に記
載されている基のような末端カイラル基、特に好ましくはメンチル基、あるいは例えばピ
ラノースまたはフラノース環などの環を含有する一環状または二環状基を含む末端カイラ
ル糖基、例えば国際出願ＷＯ９５／１６００７に記載されているカイラル糖または糖誘導
体から誘導される末端基であり、そして
Ｇ2は、例えば（Ｒ，Ｒ）または（Ｓ，Ｓ）ヒドロベンゾイン基などの二価カイラル基：
【００５７】
【化８】
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または二価カイラル糖、糖誘導体、あるいは例えば国際出願ＷＯ９５／１６００７に記載
されているような別の二価カイラル基、特に好ましくは１，４：３，６－ジアンヒドロ－
Ｄ－ソルビトールに基づく基である：
【００５８】
【化９】

【００５９】
Ｇ2が上記の１，４：３，６－ジアンヒドロ－Ｄ－ソルビトールに基づく基である場合、
Ｚは好ましくは、－ＣＨ＝ＣＨ－を表わす。
式Ｉおよび式ＩＩＩで表わされる化合物において、Ｐは下記の基であり、ここでＷは、Ｈ
、ＣＨ3またはＣｌであり、そしてｋは０または１である：
【化１０】

【００６０】
Ｐは好ましくは、ビニル基、アクリレート基、メタアクリレート基、ブロペニルエーテル
基またはエポキシ基である。特に好ましくは、Ｐはアクリレート基またはメタアクリレー
ト基である。
重合性メソゲン化合物は、４個まで、特に３個まで、非常に好ましくは１個または２個の
重合性基を有する。
スペーサー基ＳｐおよびＳｐ*に関しては、この目的に当業者に知られている全部の基を
使用することができる。スペーサー基は好ましくは、エステルまたはエーテル基により、
あるいは単結合により重合性基Ｐに結合している。スペーサー基は好ましくは、炭素原子
１～２０個、特に炭素原子１～１２個を有する直鎖状または分枝鎖状アルキレン基であり
、この基中に存在する１個のＣＨ2基または隣接していない２個以上のＣＨ2基は、－Ｏ－
、－Ｓ－、－ＮＨ－、－Ｎ（ＣＨ3）－、－ＣＯ－、－Ｏ－ＣＯ－、－Ｓ－ＣＯ－、－Ｏ
－ＣＯＯ－、－ＣＯ－Ｓ－、－ＣＯ－Ｏ－、－ＣＨ（ハロゲン）－、－ＣＨ（ＣＮ）－、
－ＣＨ＝ＣＨ－または－Ｃ≡Ｃ－により置き換えられていてもよい。
【００６１】
代表的スペーサー基は、例えば－（ＣＨ2）O－、－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）r－ＣＨ2ＣＨ2－、
－ＣＨ2ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2ＣＨ2－または－ＣＨ2ＣＨ2-ＮＨ-ＣＨ2ＣＨ2－（これらの基に
おいて、ｏは２～１２の整数であり、そしてｒは１～３の整数である）である。
好適スペーサー基は、例えばエチレン、プロピレン、ブチレン、ペンチレン、ヘキシレン
、ヘプチレン、オクチレン、ノニレン、デシレン、ウンデシレン、ドデシレン、オクタデ
シレン、エチレンオキシエチレン、メチレンオキシブチレン、エチレン－チオエチレン、
エチレン－Ｎ－メチルイミノエチレンおよび１－メチルアルキレンである。
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本発明の好適態様において、式ＩＩＩで表わされる重合性メソゲン化合物は下記式Ｖで表
されるカイラル基であるスペーサー基Ｓｐ*を有する：
【化１１】

式中、
Ｑ1およびＱ3は式ＩＶについて示されている意味を有し、そしてＱ4は、Ｑ1と相違してお
り、炭素原子１～１０個を有するアルキレン基またはアルキレン－オキシ基であるか、あ
るいは単結合である。
例えばシトロネロールまたはラクテート誘導体などの天然から入手できる物質に由来する
カイラルスペーサー基Ｓｐ*はまた、好適である。
式Ｉおよび（または）式ＩＩＩにおいて、ｎが１である化合物は特に好適である。
【００６３】
もう一つの好適態様において、本発明による反射型偏光板は、式Ｉおよび（または）式Ｉ
ＩＩにおいて、ｎが０である化合物および式Ｉおよび（または）式ＩＩＩにおいて、ｎが
１である化合物を含有する混合物を共重合させることによって得られる。
Ｒ、Ｒ*またはＱ2がそれぞれ式Ｐ－Ｓｐ－Ｘ－またはＰ－Ｓｐ*－Ｘ－で表わされる基で
ある場合、このメソゲン中心の各側鎖に存在するスペーサー基は同一であってもまたは相
違していてもよい。
式Ｉおよび式ＩＩＩで表わされる重合性メソゲン化合物および式ＶＩで表わされる非重合
性化合物は、刊行物、例えばHouben- WeylによるMethoden der Organischen Chemie、Thi
eme出版社、Stuttgartなどの標準的学術書に記載されている、それ自体公知の方法により
製造することができる。数種の特定の製造方法は例から読み取ることができる。
【００６４】
式Ｉおよび式ＩＩＩに従う重合性メソゲン化合物は、例えばＷＯ９３／２２３９７；ＥＰ
０２６１７１２；ＤＥ１９５０４２２４；ＤＥ４４０８１７１およびＤＥ４４０５３１６
に記載されている。しかしながら、これらの刊行物に記載されている化合物は単なる例と
見做されるべきであり、本発明の範囲を制限するものではない。
式Ｉおよび式ＩＩＩで表わされる重合性メソゲン化合物の代表例を、下記一覧表に示す。
しかしながら、これらは単に例示するものであって、いかなる点でも本発明を制限するも
のではなく、その代わりに本発明を説明するものである：
【００６５】
【化１２】
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【００６７】
【化１４】
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【００６８】
上記各式において、ｘおよびｙはそれぞれ独立して、１～１２であり、ｖは０または１で
あり、Ｄは１，４－シクロヘキシレンまたはハロゲン化されていてもよい１，４－フェニ
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レン基であり、Ｔは、例えばメンチルなどのテルペノイド基であり、Ｃｈはコレステリル
基であり、Ｒ0はハロゲンまたはシアノであるか、あるいは炭素原子１～１２個を有する
カイラルまたは非カイラルのアルキルまたはアルコキシ基であり、そしてＬ1およびＬ2は
それぞれ独立して、Ｈ、ハロゲンまたはＣＮであるか、あるいは炭素原子１～７個を有す
るアルキル、アルコキシまたはアルカノイル基である。
本発明の好適態様において、式Ｉで表わされる非カイラル重合性化合物は、上記式Ｉａ～
Ｉｋにおいて、Ｒ0が非カイラル基である化合物から選択される。
本発明のもう一つの好適態様において、式ＩＩＩで表わされるカイラル重合性化合物は、
上記式ＩＩＩａ～ＩＩＩｍあるいは式Ｉｂ～Ｉｈにおいて、Ｒ0がカイラル基である化合
物から選択される。
【００６９】
本発明のもう一つの好適態様において、カイラル重合性メソゲン材料の成分ｂ）は基本的
に、例えば上記したカイラルドープ剤などの非重合性カイラルメソゲン化合物からなる。
式ＩＩＩに示されているような少なくとも１個のカイラル基、Ｓｐ*、ＭＧ*および（また
は）Ｒ*を有する非重合性カイラル化合物を使用すると、特に好ましい。
好ましくは、この非重合性カイラルメソゲン化合物は下記式ＶＩから選択される：
Ｒ1－ＭＧ1－Ｇ2－ＭＧ2－Ｒ2　　　　　　　　ＶＩ
式中、
ＭＧ1およびＭＧ2はそれぞれ独立して、式ＩＩ中のＭＧの意味の一つを有し、Ｒ1および
Ｒ2はそれぞれ独立して、ハロゲンまたはシアノであるか、あるいは炭素原子１～１２個
を有するハロゲン化されていてもよいアルキル、アルケニル、アルコキシまたはアルカノ
イル基であり、そしてＧ2は式ＩＩ*Ｂの意味を有する。非常に好ましくは、Ｇ2は糖分子
に基づくカイラル二価構造要素である。
本発明のもう一つの好適態様において、カイラル非重合性化合物は、下記式から選択され
る：
【００７０】
【化１５】

【００７１】
上記各式において、ＥおよびＦはそれぞれ独立して、１，４－フェニレンまたはトランス
－１，４－シクロヘキシレンであり、ｖは０または１であり、Ｚ0は－ＣＯＯ－、－ＯＣ
Ｏ－、－ＣＨ2ＣＨ2－または単結合であり、そしてＲは炭素原子１～１２個を有するアル
キル、アルコキシまたはアルカノイルである。
式ＶＩａで表される化合物およびそれらの合成は、国際出願ＷＯ９８／００４２８に記載
されており、この全記載を引用して本明細書に組み入れる。
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本発明の好適態様は、カイラル重合性メソゲン材料の下記混合物の１種の共重合によって
得られる上記および後記する反射型偏光板に関する：
【００７２】
Ｉ）基本的に下記成分からなる混合物：
ａ１）１０～８５重量％、好ましくは１５～７０重量％、特に２０～６０重量％の、１個
の重合性基を有する少なくとも１種の式Ｉに従う非カイラル重合性メソゲン化合物、
ａ２）０～７０重量％、好ましくは０～５５重量％、特に０～４０重量％の、２個または
３個以上の重合性基を有する少なくとも１種の式Ｉに従う非カイラル重合性メソゲン化合
物、
ｂ１）５～７５重量％、好ましくは１０～６５重量％、特に１５～６０重量％の、１個の
重合性基を有する少なくとも１種の式ＩＩＩに従うカイラル重合性メソゲン化合物、
ｃ）０．０１～５重量％の光開始剤。
【００７３】
ＩＩ）基本的に下記成分からなる混合物：
ａ１）１０～８５重量％、好ましくは１５～７５重量％、特に２０～６５重量％の、１個
の重合性基を有する少なくとも１種の非カイラル重合性メソゲン化合物、
ａ２）０～７０重量％、好ましくは０～５５重量％、特に０～４０重量％の、２個または
３個以上の重合性基を有する少なくとも１種の非カイラル重合性メソゲン化合物、
ｂ２）０．１～１５重量％、好ましくは０．２～１０重量％、特に０．５～５重量％の、
１種または２種以上の式ＶＩで表されるカイラル非重合性化合物、
ｃ）０．０１～５重量％の光開始剤、
および任意に、上記濃度範囲の成分ｂ１）を含有することもできる。
【００７４】
特に好適な態様に従う混合物は好ましくは、下記の成分を含有する：
★１～５種、特に１～３種の成分ａ１）の化合物および１種または２種の成分ａ２）の化
合物。
★２～６種、特に２～４種の成分ａ１）の相違する化合物を含有し、そして成分ａ２）の
化合物は含有しない。
★成分ａ２）に加えて、またはその代わりに、２～７０重量％、好ましくは３～５０重量
％、特に５～３５重量％の、２個または３個以上の重合性基を有する少なくとも１種の非
メソゲン化合物。
★成分ａ２）および（または）成分ｂ１）に加えて、またはその代わりに、２個の重合性
基を有する１種または２種の式ＩＩＩで表わされる化合物。
★２個または３個以上の重合性基を有する化合物を１０重量％よりも少ない量で含有する
か、非常に特に好ましくはこのような化合物は含有しない。
★カイラル重合性化合物は含有しない。
【００７５】
★成分ｂ１）および成分ｂ２）に加えて、またはその代わりに、０．１～２０重量％、好
ましくは０．２～１０重量％、特に０．５～５重量％の、少なくとも１種の非重合性カイ
ラル化合物、例えばカイラルドープ剤など、この化合物はまた、中間相形成性であること
ができる。
１個の重合性基を有する２種または３種以上の相違する式Ｉおよび式ＩＩＩで表される化
合物を含有する混合物において、これらの化合物はそれぞれ、少なくとも一つの基Ｐ、Ｓ
ｐ、Ｘ、ＭＧ、Ｓｐ*、ＭＧ*、ＲまたはＲ*が同一成分の化合物中で相互に相違している
と好ましい。
上記好適態様に従う混合物中の式Ｉおよび式ＩＩＩで表わされる重合性化合物は好ましく
は、式Ｉａ～Ｉｋおよび式ＩＩＩａ～ＩＩＩｍから選択される。
【００７６】
本発明による反射型偏光板の上記製造方法に従い、カイラル重合性メソゲン材料の混合物
を基体上に、または２枚の基体間に塗布し、均一プレーナ配向に配向させ、次いで開始剤
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の存在下に、熱または活性照射線にさらすことによって硬化させる。
この方法の詳細な説明は、例えばD.J.Broer等によるMakromol.Chem.,190,2255頁以降（１
９８９）に見出すことができる。
基体としては、例えばガラスまたは石英のシートならびにプラスティックフィルムまたは
シートを使用することができる。
アイソトロピックまたは複屈折性基体を使用することができる。重合後に、基体を重合し
たフィルムから取り除かない場合、アイソトロピック基体を使用すると好ましい。
【００７７】
特に大量生産の場合、基体として、プラスティックフィルム、例えばポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）などのポリエステルフィルム、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）、ポ
リカーボネート（ＰＣ）、ジまたはトリアセチルセルロース（ＤＡＣ／ＴＡＣ）などのフ
ィルムの使用が適当である。複屈折性基体として、例えば単軸方向延伸プラスティックフ
ィルムを使用することができる。好ましくは、少なくとも１枚の基体はプラスティック基
体、特に好ましくはＰＥＴフィルムまたはＴＡＣフィルムである。ＰＥＴフィルムは、例
えばＩＣＩ社からメリネックス(Melinex)の登録商品名で市販されている。
基体は、重合後に取り除くことができ、あるいは取り除かなくてもよい。少なくとも１枚
の基体は、重合に用いられる活性照射線に対して透過性でなければならない。
【００７８】
重合性メソゲン材料は、基体上あるいは基体間に、薄膜の形態で塗布する。これは当業者
に知られている慣用の技術によって行うことができる。
重合性メソゲン材料は適当な溶剤に溶解することもできる。この溶液を次いで、基体上に
塗布し、次いで硬化前に、溶剤を蒸発除去する。
この目的には、例えば標準的有機溶剤、例えばメチルエチルケトンまたはシクロヘキサノ
ンなどのケトン類、例えばトルエンまたはキシレンなどの芳香族溶剤、例えばジ－または
トリクロロメタンなどのハロゲン化炭化水素類、あるいは例えばメタノール、エタノール
またはイソプロピルアルコールなどのアルコール類を使用することができる。上記溶剤の
２種、３種または多種混合物を使用することもできる。
カイラル重合性メソゲン材料の混合物の塗布膜を配向させ、プレーナ配向、すなわち分子
ラセンの軸が膜を横切って伸びている配向に配向させる。
【００７９】
プレーナ配向は、例えば材料をドクター刃によって剪断することにより得ることができる
。少なくとも１枚の基体の上部表面上に、あるいは基体を覆うバリアー層の上部表面上に
、配向層、例えばラビングしたポリイミドまたはスパッタリングしたＳｉＯｘの膜を適用
することもできる。
プレート配向はさらに当業者に周知であり、かつ例えばJ.Cognard, Mol. Cryst. Liq. Cr
yst.78, Supplement 1, 1-77(1981)に記載された材料と手段で達成することができる。
もう一つの好適態様において、２枚の基体を一緒にパッティングすることによって生じる
剪断力は良好な配向を得るのに充分である。
重合性材料の重合は、この材料を熱または活性照射線にさらすことによって生じさせるこ
とができる。活性照射線の用語は、紫外線光、赤外線光または可視部光などの光照射、Ｘ
－線またはガンマ線の照射、あるいは高エネルギー粒子、例えばイオンまたは電子の照射
を意味する。好ましくは、重合は紫外線光照射下に行う。
【００８０】
活性照射線の供給源としては、例えば単一紫外線灯または一組の紫外線灯を使用すること
ができる。活性照射線のもう一つの供給源は、例えば紫外線レーザー、赤外線レーザーま
たは可視部光レーザーなどのレーザーである。
本発明の方法により、非対称ピッチ構造で広幅であり、硬化時間に１分と要しない程度の
非常に短い硬化時間をもつ反射型偏光板を製造することができる。このことは本発明の方
法をとくに大量生産に適切なものにさせている。１０分又はそれ以下、とくに５分または
それ以下、とくに好ましくは２分またはそれ以下の硬化時間が好適である。大量生産用に
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は９０秒またはそれ以下、とくに６０秒またはそれ以下、とくに好ましくは３０秒または
それ以下の硬化時間が好適である。
重合は活性照射線の波長を吸収する開始剤の存在下に行う。例えば、紫外線光により重合
させる場合、紫外線照射下に分解して、重合反応を開始させるフリーラジカルまたはイオ
ンを発生する光開始剤を使用することができる。
アクリレート基またはメタアクリレート基を有する重合性メソゲン化合物を重合させる場
合、フリーラジカル光開始剤を使用すると好ましく、ビニル基またはエポキシ基を有する
重合性メソゲン化合物を重合させる場合、カチオン光開始剤を使用すると好ましい。
【００８１】
加熱すると分解して、重合反応を開始させるフリーラジカルまたはイオンを発生する重合
開始剤を使用することもできる。
ラディカル重合用光開始剤としては、市販のイルガキュア（Irgacure）６５１、イルガキ
ュア１８４、ダロキュア（Darocure）１１７３またはダロキュア４２０５（これらは全部
がCiba Geigy AGから入手することができる）を使用することができ、他方カチオン光重
合の場合、市販のＵＶ１６９７４（Union Carbide）を使用することができる。
カイラル重合性メソゲン材料は好ましくは、光開始剤を０．０１～１０重量％、非常に好
ましくは０．０５～５重量％、特に０．１～３重量％の量で含有する。紫外線－光開始剤
、特にラディカル性紫外線－光開始剤は特に好ましい。
ある種の場合、重合性混合物の配向を助長するばかりでなく、また重合を阻害することも
ある酸素を排除するために、第二の基体を使用する。別法として、硬化を不活性気体雰囲
気下に行うこともできる。しかしながら、適当な光開始剤および強い灯光力を用いて、空
気中で硬化させることもできる。カチオン光開始剤を用いる場合、大部分の場合に酸素の
排除は不必要であるが、水分は排除しなければならない。
【００８２】
本発明の好適態様において、重合性組成物の重合は、不活性気体雰囲気下に、好ましくは
窒素雰囲気下に行う。
上記重合開始剤に加えて、重合性混合物は、１種または２種以上のその他の適当な成分、
例えば触媒、安定剤、連鎖移動剤、共反応性モノマーまたは界面活性化合物などをまた含
有することができる。
本発明の好適態様において、重合性混合物は、例えば組成物の保存中における望ましくな
い自発的重合を阻止するために使用される安定剤を含有する。安定剤としては原則的に、
この目的に当業者に知られている全部の化合物を使用することができる。これらの化合物
としては広く種々の化合物が市販されている。安定剤の代表例には、４－エトキシフェノ
ールまたはブチル化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）がある。重合性混合物中の安定剤の量
は、好ましくは１～１０００ｐｐｍ、特に好ましくは１０～５００ｐｐｍである。
【００８３】
別種の添加剤、例えば連鎖移動剤を重合性混合物に添加して、生成するポリマーフィルム
の物理的性質を修飾することができる。一例として、重合性混合物に連鎖移動剤を添加す
ると、遊離のポリマー鎖の長さおよび（または）本発明によるポリマーフィルム中の２個
の架橋部分間のポリマー鎖長を制御することができる。この連鎖移動剤の量が増加すると
、ポリマー鎖長が減少したポリマーフィルムが得られる。
本発明の好適態様において、重合性混合物は、０．０１～１５％、特に０．１～１０％、
非常に好ましくは０．５～５％の量で連鎖移動剤を含有する。この好適態様に従うポリマ
ーフィルムは基体に対する、特に例えばＴＡＣフィルムなどのプラスティックフィルムに
対する特に良好な接着性を示す。さらにまた、連鎖移動剤を含有する重合性メソゲン混合
物を使用することによって、拡大した帯域幅を有する反射型偏光板を得ることができる。
【００８４】
連鎖移動剤としては、例えばドデカンチオールなどの一官能性チオール化合物またはトリ
メチルプロパントリ（３－メルカプトプロピオネート）などの多官能性チオール化合物を
使用することができる。
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良好な配向を備えた所望のラセン状ねじれプレーナ分子構造を有するポリマーフィルムを
得るためには、この重合を重合性メソゲン混合物の液晶相で行うべきである。従って好ま
しくは、低い融点および広い液晶相範囲を有する重合性メソゲン混合物が好適である。こ
のような混合物を使用することによって、重合温度を低下させることができ、これにより
重合操作が容易にされる。これは大量生産にとって特に重要である。１２０℃以下の重合
温度が好適である。９０℃以下の温度は特に好ましい。
ポリマーフィルムの厚さは反射型偏光板の帯域幅に影響を及ぼす。帯域位置および帯域幅
に依存して、この厚さは、好ましくは５～３０μｍである。約３００ｎｍまたはそれ以上
の帯域幅の場合、１０～２０μｍの厚さが特に好ましい。
【００８５】
好適態様において、重合性混合物は重合に用いられる活性照射線の波長に合わせた吸収最
大を有する染料をさらに含有する。好ましくは、反射型偏光板の使用期間中の望ましくな
い吸光を排除するために、その吸収最大が当該偏光板の動作波長範囲外にある染料を使用
する。
重合性混合物に染料を加えることにより、偏光板フィルム全体のピッチ勾配の形をさらに
強めることができ、その結果、例えば非対称ピッチ構造を生み出し、及び／又は幅を拡大
することができる。さらにまた、染料を加えることにより、例えば反射型偏光板の反射型
スペクトルの中心波長を長波長の方へシフトすることができる。
本発明のもう一つの好適態様において、重合性混合物は染料を含有していない。
ポリマーの架橋度を増大させるために、二重合官能性または多重合官能性メソゲン化合物
の代わりに、またはこのような化合物に加えて、２個または３個以上の重合官能性基を有
する非メソゲン化合物を２０％までの量で添加して、ポリマーの架橋度を増加させること
ができる。
二官能性非メソゲンモノマーの代表的例には、炭素原子１～２０個を含有するアルキル基
を有するアルキルジアクリレート化合物またはアルキルジメタアクリレート化合物がある
。２個よりも多くの重合性基を含有する非メソゲンモノマーの代表的例には、トリメチル
プロパントリメタアクリレートまたはペンタエリスリトールテトラアクリレートがある。
【００８６】
もう一つの好適態様において、重合性混合物は１個の重合官能性基を有する非メソゲン化
合物を７０％まで、好ましくは３～５０％の量で含有する。一官能性非メソゲンモノマー
の代表例にはアルキルアクリレート化合物またはアルキルメタアクリレート化合物がある
。
非重合性液晶化合物を２０重量％までの量で添加して、本発明による反射型偏光板の光学
的性質を調整することもできる。
上記方法および条件とは別に、本発明による広帯域反射型偏光板は、国際出願ＷＯ９７／
３５２１９に記載のとおりに製造することができ、この刊行物の全記載を引用して本明細
書に組み入れる。
さらなる労力を要することなく、当業者は前記説明から本発明を充分な程度にまで利用す
ることができるものと信じる。従って、下記の例は単に説明しようとするものであって、
如何なる点でも記載の残りの部分を制限するものではない。
【００８７】
【発明の実施の形態】
前記および下記の例において、別段の記載がないかぎり、温度は全部が未補正であって、
摂氏度で示されおり、そして部およびパーセンテージは全部が重量による。下記の略号を
使用して、化合物の液晶相挙動を示す：
Ｋ＝結晶；Ｎ＝ネマティック；Ｓ＝スメクティック；Ｃｈ＝コレステリック；Ｉ＝アイソ
トロピック。これらの記号間の数値は相転移温度を摂氏度で示すものである。
【００８８】
【例】
例１－比較例
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従来技術による反射型偏光板の製造
下記の重合性混合物を調製する：
化合物（１）　　　　　６５．０％
化合物（２）　　　　　２６．０％
化合物（３）　　　　　　７．５％
化合物（４）　　　　　　０．５％
光開始剤　　　　　　　　１．０％
【００８９】
【化１６】

【００９０】
化合物（１）はＤＥ１９５，０４，２２４に記載のとおりに製造することができる。化合
物（２）はＷＯ９３／２２３９７に記載の方法と同様の方法で製造することができる。化
合物（３）の合成はＧＢ２，２８０，４４５Ａに記載されている。化合物（４）の合成は
国際出願９８／００４２８に記載されている。光開始剤はＢＡＳＦから入手できるルチリ
ン（Lucirin）ＴＰＯ（トリアシルホスフィン－オキサイド）の４０％およびCiba Geigy
から入手できるイルガキュア（Irgacure）２９５９の６０％からなる。
この混合物を２枚のＰＥＴ基体（メリネックス４０１、厚さ１００μｍ）の間に１５μｍ
厚さの膜として塗布し、次いで８５℃の温度で５分間、紫外線光下に（０．２８ｍＷ／ｃ
ｍ2の照度）重合させ、ポリマー膜を得る。
【００９１】
このポリマー膜の透過スペクトルを測定し、図３．１に示す。この図において、ａ）は透
過光を示し、そしてｂ）は反射光を示す。この膜は４７０ｎｍ～７３０ｎｍの反射波長帯
域を示し、従って広帯域反射型偏光板として適している。
この反射型偏光膜の小型試料（３５×３５ｍｍ）を、四分の一波長薄膜（ＱＷＦ）、補償
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膜および直線偏光板（ＬＬＣ２　９２６１、これはSanritzから入手できる）とともに、
直下型バックライト（これはＦＰＤから入手できる）に設置する。図２．１に示されてい
る、この組立装置（装置Ａ）において、種々の視角における輝度を水平面で測定する。こ
の図２．１において、２０はバックライトを示し、２１は反射型偏光板を示し、２２はＱ
ＷＦを示し、２３は補償膜を示し、２４は直線偏光板を示し、そして２５は光検出器を示
す。バックライト２０、直線偏光板２４および光検出器２５のみを備えた図２．２に示さ
れている組立装置（装置Ｂ）において測定を反復する。
【００９２】
この結果を図３．２に示す。この図において、曲線Ａは本発明による反射型偏光板を備え
た装置Ａにおいて測定された輝度を示し、そして曲線Ｂは直線偏光板のみを備えた装置Ｂ
において測定された輝度を示す。
図３．２から見ることができるように、小さい視角において、反射型偏光板を備えた装置
Ａの輝度は、直線偏光板を備えた装置Ｂに比較して高い。他方、大きい視角における輝度
は装置Ｂの方が高い。クロスオーバー角は４３゜である。
【００９３】
例２（実施例）
　２枚の相違する基体間の反射型偏光板の製造
　例１の重合性混合物を、例１で使用された１枚のＰＥＴ基体と１枚のＴＡＣ基体［トリ
ファン（Triphan）９１］との間に１５μｍ厚さの膜として塗布する。この試料を次いで
８５℃の温度で１分間、紫外線光下に（０．３１ｍＷ／ｃｍ２の照度）重合させ、ポリマ
ー膜を得る。これは反射型偏光板として使用するることができる。
　このポリマー膜の透過スペクトルを測定し、図４．１に示す。この図において、ａ）は
透過光を示し、そしてｂ）は反射光を示す。この膜は、例１の膜に比較して格別に広い３
８０ｎｍ～８３０ｎｍの広い反射波長帯域を示す。
【００９４】
この膜の小型試料（３５×３５ｍｍ）の輝度を、直下型バックライト（ＦＰＤから）、四
分の一波長薄膜、補償膜および直線偏光板（ＬＬＣ２　９２６１、Sanritzから）ととも
に、装置Ａにおいて例１に記載のとおりに測定する。バックライトおよび線型偏光板のみ
を備えた装置Ｂにおいて測定を反復する。これらの結果を図４．２に示す。この図におい
て、曲線Ａは装置Ａの輝度を示し、そして曲線Ｂは装置Ｂの輝度を示す。
図４．２から見ることができるように、測定した全視角範囲にわたり、反射型偏光板を備
えた装置Ａの輝度は、直線偏光板を備えた装置Ｂに比較して高い。クロスオーバー角は６
０゜まで見出すことはできない。
【００９５】
例３（実施例）
　２枚の相違する基体を用い、その一方の基体が酸素バリアー層で覆われている基体間の
反射型偏光板の製造
　例１の重合性混合物を、例１で使用された１枚のＰＥＴ基体とＰＶＡ（１２０，０００
の分子量ＭＷを有する）の５μｍ厚さの膜が塗布されている１枚のＰＥＴ基体との間に、
１５μｍ厚さの膜として塗布する。この試料を次いで８０℃の温度で３０秒間、紫外線光
下に（０．１４ｍＷ／ｃｍ２）重合させ、ポリマー膜を得る。これは反射型偏光板として
使用することができる。
　このポリマー膜の透過スペクトルを測定し、図５．１に示す。この図において、ａ）は
透過光を示し、そしてｂ）は反射光を示す。この膜は、例１の膜に比較して格別に広い３
９０ｎｍ～７４０ｎｍの広い反射波長帯域を示す。
【００９６】
この膜の小型試料（３５×３５ｍｍ）の輝度を、直下型バックライト（ＦＰＤから）、四
分の一波長薄膜、補償膜および直線偏光板（ＬＬＣ２　９２６１、Sanritzから）を備え
た装置Ａで例１に記載のとおりに測定する。バックライトおよび直線偏光板のみを備えた
装置Ｂにおいて測定を反復する。これらの結果を図５．２に示す。この図において、曲線



(32) JP 4990426 B2 2012.8.1

10

20

30

40

50

Ａは装置Ａにおける輝度を示し、そして曲線Ｂは装置Ｂにおける輝度を示す。
図５．２から見ることができるように、測定した広い視角範囲にわたり、反射型偏光板を
備えた装置Ａの輝度は、直線偏光板を備えた装置Ｂに比較して高い。
クロスオーバー角は６０゜まで見出すことはできない。
【００９７】
この膜の小型試料（３５×３５ｍｍ）の輝度を、直下型バックライト（ＦＰＤから）、四
分の一波長薄膜、補償膜および直線偏光板（ＬＬＣ２　９２６１、Sanritzから）を備え
た装置Ａで例１に記載のとおりに測定する。バックライトおよび線型偏光板のみを備えた
装置Ｂにおいて測定を反復する。これらの結果を図６．２に示す。この図において、曲線
Ａは装置Ａにおける輝度を示し、そして曲線Ｂは装置Ｂにおける輝度を示す。
図６．２から見ることができるように、測定した広い視角範囲にわたり、反射型偏光板を
備えた装置Ａの輝度は、直線偏光板を備えた装置Ｂに比較して高い。クロスオーバー角は
６０゜まで見出すことはできない。
【００９８】
例４（実施例）
　２枚の基体を用い、その一方の基体が酸素バリアー層で覆われている基体間の反射型偏
光板の製造
　例１の重合性混合物を、Ａｌ２Ｏ３薄膜（＜１ｎｍ）が塗布されている１枚のＰＥＴ基
体と例１で使用された１枚のＰＥＴ基体との間に約１８μｍ厚さの膜として塗布する。こ
の試料を次いで９０℃の温度で数分間、紫外線光下に（０．２ｍＷ／ｃｍ２）重合させ、
ポリマー膜を得る。これは反射型偏光板として使用することができる。
　このポリマー膜の透過スペクトルを測定し、図６．１に示す。この図において、ａ）は
透過光を示し、そしてｂ）は反射光を示す。この膜は、例１の膜に比較して広い４５０ｎ
ｍ～７３０ｎｍの広い反射波長帯域を示す。
【００９９】
この膜の小型試料（３５×３５ｍｍ）の輝度を、直下型バックライト（Tamadenkiから入
手できる）、四分の一波長薄膜、補償膜および直線偏光板（ＬＬＣ２９２６１、Sanritz
から）を備えた装置Ａで例１に記載のとおりに測定する。バックライトおよび直線偏光板
のみを備えた装置Ｂにおいて測定を反復する。これらの結果を図６．２に示す。この図に
おいて、曲線Ａは装置Ａの輝度を示し、そして曲線Ｂは装置Ｂの輝度を示す。
図６．２から見ることができるように、測定した広い視角範囲のほぼ全域にわたり、反射
型偏光板を備えた装置Ａの輝度は、直線偏光板を備えた装置Ｂに比較して高い。クロスオ
ーバー角はそれぞれ、＋６０゜および－５５゜まで見出すことはできない。
【０１００】
例５（実施例）
　２枚の基体を用い、その一方の基体が酸素バリアー層で覆われている基体間の反射型偏
光板の製造
　例１の重合性混合物に、紫外線染料１１％［市販のチヌビン（Tinuvin）染料］を添加
する。この混合物を次いで、例４に記載のとおりに、Ａｌ２Ｏ３塗布した１枚のＰＥＴ基
体と１枚のＰＥＴ基体との間に塗布し、次いで重合させる。
　このポリマー膜の透過スペクトルを測定し、図７．１に示す。この図において、ａ）は
透過光を示し、そしてｂ）は反射光を示す。この膜は、例１の膜に比較して広い４７０ｎ
ｍ～７７０ｎｍの広い反射波長帯域を示す。
【０１０１】
この膜の小型試料（３５×３５ｍｍ）の輝度を、直下型バックライト（Tamadenkiから）
、四分の一波長薄膜、補償膜および直線偏光板（ＬＬＣ２　９２６１、Sanritzから）を
備えた装置Ａで例１に記載のとおりに測定する。バックライトおよび直線偏光板のみを備
えた装置Ｂにおいて測定を反復する。これらの結果を図７．２に示す。この図において、
曲線Ａは装置Ａにおける輝度を示し、そして曲線Ｂは装置Ｂにおける輝度を示す。
図７．２から見ることができるように、測定した広い視角範囲のほぼ全域にわたり、反射
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型偏光板を備えた装置Ａの輝度は、直線偏光板を備えた装置Ｂに比較して高い。クロスオ
ーバー角はそれぞれ、＋６０゜および－５５゜まで見出すことはできない。
【０１０２】
例６（実施例）
　２枚の基体を用い、その一方の基体がアニソトロピックポリマー膜で覆われている基体
間の反射型偏光板の製造
　例１の重合性混合物を、ホメオトロピックに配向されたネマティックポリマーフィルム
（これは下記に示すようなネマティック重合性材料から得ることができる）の５μｍ厚さ
の膜が塗布されている１枚のＰＥＴ基体と例１で使用された１枚のＰＥＴ基体との間に約
１８μｍ厚さの膜として塗布する。この試料を次いで９０℃の温度で数分間、紫外線光下
に（０．２ｍＷ／ｃｍ２）重合させ、ポリマー膜を得る。これは反射型偏光板として使用
することができる。
　このポリマー膜の透過スペクトルを測定し、図８．１に示す。この図において、ａ）は
透過光を示し、そしてｂ）は反射光を示す。この膜は、例１の膜に比較して広い４５０ｎ
ｍ～７３０ｎｍの広い反射波長帯域を示す。
【０１０３】
この膜の小型試料（３５×３５ｍｍ）の輝度を、ダブルエッジ照明型バックライト（Opte
xから入手できる）、四分の一波長薄膜、補償膜および直線偏光板（ＬＬＣ２　９２６１
、Sanritzから）を備えた装置Ａで例１に記載のとおりに測定する。バックライトおよび
直線偏光板のみを備えた装置Ｂにおいて測定を反復する。これらの結果を図８．２に示す
。この図において、曲線Ａは装置Ａにおける輝度を示し、そして曲線Ｂは装置Ｂにおける
輝度を示す。
図８．２から見ることができるように、測定した広い視角範囲のほぼ全域にわたり、反射
型偏光板を備えた装置Ａの輝度は、直線偏光板を備えた装置Ｂに比較して高い。クロスオ
ーバー角は６０゜まで見出すことはできない。
【０１０４】
例６で１枚の基体のコーティングとして使用されたホメオトロピックに配向されたネマテ
ィックポリマーフィルムは下記のとおりに製造した：
下記の成分からなる重合性メソゲン混合物をトルエン／キシレン／プロパン－２－オール
の溶液（３０％固体含有量）から約２０μｍ厚さの薄膜としてアルミナウム処理したＰＥ
Ｔ膜上に塗布した：
化合物（２）　　　　　４０％
化合物（３）　　　　　４６％
化合物（５）　　　　　１０％
イルガキュア９０７　　　４％
【０１０５】
【化１７】

（イルガキュアはCiba Geigy AGから市販されている光開始剤であり、化合物（５）は化
合物（１）と同様にして製造することができる）。
【０１０６】
溶剤を蒸発させ、生成した約６μｍの重合性メソゲン混合物の膜を水銀灯下に４０℃で硬
化させた。
従来技術の方法に従い製造された例１の反射型偏光板に比較して、本発明に従い製造され
た例２～６の反射型偏光板は改善された性質、例えばより広い帯域幅およびバックライト
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示す。
上記例で使用されたものの代わりに、一般的または具体的に記載されている本発明の反応
剤または操作条件を用いて、上記例を同様の成功をともない反復することができる。
前記説明から、当業者は本発明の基本的特徴を容易に確認することができ、かつまた各種
条件および用途に適応させるために、本発明の精神および範囲から逸脱することなく種々
の変更および修正をなすことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の具体的態様に従う表示デバイスの略図。
【図２．１】例１～６に記載の光学測定に使用された第一の装置Ａの略図。
【図２．２】例１～６に記載の光学測定に使用された第二の装置Ｂの略図。
【図３．１】例１に従い製造された広帯域反射型偏光板の透過スペクトルを示すグラフ。
【図３．２】例１に従い製造された広帯域反射型偏光板を備えた装置Ａおよび備えていな
い装置Ｂで測定された相対輝度対視角を示すグラフ。
【図４．１】例２に従い製造された広帯域反射型偏光板の透過スペクトルを示すグラフ。
【図４．２】例２に従い製造された広帯域反射型偏光板を備えた装置Ａおよび備えていな
い装置Ｂで測定された相対輝度対視角を示すグラフ。
【図５．１】例３に従い製造された広帯域反射型偏光板の透過スペクトルを示すグラフ。
【図５．２】例３に従い製造された広帯域反射型偏光板を備えた装置Ａおよび備えていな
い装置Ｂで測定された相対輝度対視角を示すグラフ。
【図６．１】例４に従い製造された広帯域反射型偏光板の透過スペクトルを示すグラフ。
【図６．２】例４に従い製造された広帯域反射型偏光板を備えた装置Ａおよび備えていな
い装置Ｂで測定された相対輝度対視角を示すグラフ。
【図７．１】例５に従い製造された広帯域反射型偏光板の透過スペクトルを示すグラフ。
【図７．２】例５に従い製造された広帯域反射型偏光板を備えた装置Ａおよび備えていな
い装置Ｂで測定された相対輝度対視角を示すグラフ。
【図８．１】例６に従い製造された広帯域反射型偏光板の透過スペクトルを示すグラフ。
【図８．２】例６に従い製造された広帯域反射型偏光板を備えた装置Ａおよび備えていな
い装置Ｂで測定された相対輝度対視角を示すグラフ。
【符号の説明】
１０：表示デバイス
１１：側面照射型バックライトユニット
１２：ランプ
１３：光導板および反射板組合わせ
１４：広帯域反射型偏光板
１５：四分の一波長薄膜（ＱＷＦ）
１６：液晶材料膜
１７：直線偏光板
１８：液晶セル
１９：第二直線偏光板
２０：視覚者
２１：広帯域反射型偏光板
２２：四分の一波長薄膜（ＱＷＦ）
２３：補償膜
２４：直線偏光板
曲線（ａ）：透過光
曲線（ｂ）：反射光
曲線Ａ：装置Ａで測定された相対輝度対視角
曲線Ｂ：装置Ｂで測定された相対輝度対視角
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